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1 日本の製造業は過去、技術力を強みとしてグローバル市場で成長を実現して
きた。しかしながら、製品・技術の強さのみに依存することで日本企業が経
験してきた機会ロスも大きい。

2 現在、日本企業に必要となっているのは事業開発機能である。事業開発機能
は製品開発とは異なる。製品開発では新しい技術シーズに基づいた新製品開
発が多いのに対して、事業開発については、①新技術に完全に依存していな
い、②製品にサービスや運用事業、ソフトウエアを組み合わせることで顧客
への価値を訴求する、③自前主義を捨て、他社などとのアライアンスによ
り、ビジネスモデルを構築する─ことなどがある。

3 事業開発プロセスでは、①自社の事業ミッションの再定義と自社の強みの分
析、②メガトレンドの策定、③顧客の洞察と理解、④戦略策定とビジネスモ
デルの明確化が必要となる。
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Ⅰ 日本の製造業が抱えている機会ロス

本論文では、日本の製造業になぜいま、事
業開発が求められるかを論じる。本論文での
事業開発とは、「製品のみならず、顧客起点
で運用、サービスなどを組み合わせて提供す
ること」と定義している。こうした事業開発
がなぜ、今日本の製造業に必要となっている
かを述べるため、日本の製造業が直面してい
る機会ロスについて述べていきたい。

日本の製造業は過去、技術力を強みとして
グローバル市場で成長を実現してきた。しか
しながら、製品・技術の強さのみに依存する
ことで日本企業が経験してきた機会ロスも大
きい。日本企業は、常に市場を切り開くのに
新しい技術シーズ、製品を開発することに依
存してきたが、そのことにより、日本企業が
被っている機会ロスは大きい。

過去、日本企業はエレクトロニクス、自動
車、重電、精密機器など製造業で技術的強
み、製品品質の良さを大きな差別化領域とし
て、グローバルにその市場を切り開いてき
た。しかしながら、新技術、新製品に依存し
た形での事業成長は難しくなっている。コン
シューマーエレクトロニクス製品を中心に製
品がコモディティ化してしまったことによ
り、製品そのものだけでは差別化を行ってい
くことが難しくなっている。

たとえば、市場で顧客から支持を受けてい
る製品を見ると、こうした製品の顧客からの
支持は技術的新規性に依存していない場合が
多い。具体的には、iPhoneも技術そのもの
での新規性よりも、製品デザインの素晴らし
さ、アップルというブランドとともに、アッ
プルストアでの顧客経験と高い顧客からの認

知、さらにコンテンツも組み合わせた形での
事業展開など、その事業は製品のみではな
く、サービス、コンテンツ、顧客経験などの
全体で構成されているといえる。

電子手帳から発展したPDA（パーソナル
デジタルアシスタント）を製造・販売してい
た日本企業は、PDA端末に音楽の再生機能
を搭載した。しかしながら、通話やインター
ネット接続などの通信機能や音楽の配信など
を組み合わせ、新しい顧客への経験を創り出
す事業を開発する機能が弱かったため、
iPhoneによる革命的顧客価値の実現に大き
く水をあけられてしまった。日本の製造業は
常に新しい技術、製品に依存してしまうた
め、取り損ねている事業機会が大きい、つま
り大きな機会ロスが生じている。

コンシューマーエレクトロニクス製品につ
いては、昨今は韓国メーカーはもちろんのこ
と、中国メーカーが急速に性能向上と新興国
を中心としたグローバルなマーケティングで
市場でのシェアを伸ばす傾向にあり、状況は
日本のメーカーにとってますます厳しくなっ
ている。

重電メーカーについても、状況は同様であ
る。重電メーカーは製品の性能の良さで市場
を広げてきたが、韓国、中国などが急速に追
い上げている。両国はまさしく、国を挙げて
の事業開発を展開してきている。日本の水、
工場インフラ、交通システム、電力などのイ
ンフラにおいては、運用サービスそのものに
ノウハウがある。ハードウエアの性能がいか
に良くとも、それをどのように運用すれば効
率の良い運用が可能であるのか、安全性と組
み合わせた展開が求められている。しかしな
がら、日本の製造業の事業展開はオペレーシ
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る安全性の向上やサービスが可能となる世界
が実現されてきている。

こうした自動車とICT（情報通信技術）の
融合による安全性の向上を実現するため、衝
突防止のみならず、ミリ波センサー、車載カ
メラ、LIDAR技術などを活用した形で、自
動運転技術などにも大きな投資がされてい
る。つまり、ICTが多く搭載されることで、
自動車はネットワークでつながることによる
新しい経験を造り出そうとしている。こうし
た大きな事業環境の変化をいち早く捉え、過
去、日本の製造業がコンシューマーエレクト
ロニクス産業などで味わった大きな機会ロス
を防ぎ、今後日本の製造業がグローバル市場
でシェアを獲得するためには、シーズ依存の
製品開発から事業開発へと、大きく事業展開
の仕方を変革していくことが求められる。

Ⅱ 製品開発と事業開発の違い

現在、日本企業に必要なのは事業開発機能
である。事業開発機能は製品開発とは異なる
が、その違いについて説明したい。

製品開発では、新しい技術シーズに基づい
た新製品開発が多いのに対して、事業開発に

ョンノウハウなどが別（水であれば水道会
社、電力は電力会社）であるため、ハードウ
エア売り切りの事業となりがちである。

また、日本企業が強さを維持している複写
機、プリンターなどの精密機械については、
タブレット端末などスマートフォンの普及に
より、情報の配信が紙から電子情報に変化し
ているため、ドキュメントボリュームは下降
傾向にある。それに伴いサービス単価も下落
する傾向にある。こうした市場の変化は、複
写機、プリンターにおける新技術・製品では
解決できないものである。獲得するべき市場
はドキュメントボリュームではなく、顧客の
ワークフロー、配信されるコンテンツそのも
のの生成と、さまざまなメディアに対応した
配信による、より訴求力が高い情報配信事業
なのかもしれない。

さらに、日本が非常に強いプレゼンスを維
持している自動車においては、大きな技術変
化に伴い、ハイブリッド、電気自動車、燃料
電池など内燃系から電気系へとパワートレイ
ンが大きく変化しているとともに、コネクテ
ッドカーといわれるように自動車が常時イン
ターネットに接続し、クラウド、SNSといっ
たITサービスの実現により、自動車に対す

表1　製品開発と事業開発の比較

製品開発 事業開発

技術への依存 新しい技術シーズに完全に依存 枯れた技術でも可能（新規技術への依存は低い）

価値の構成要素 技術シーズを中心とした製品の新規性 製品、運用や保守などのサービスと組み合わせ
た顧客への価値訴求

事業展開リソース 自社を中心とした展開 足りないものがあれば他社とのアライアンスを
実施
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バリウムフェライトに適した感度が高いヘッ
ドの実用化を依頼し、協力要請を受けたテー
プドライブメーカーはそれを実現した。

通常であれば、材料メーカーがテープドラ
イブメーカーに磁気ヘッドの仕様に関する要
望を述べることは極めて異例であるが、富士
フイルムはバリウムフェライトが持つノイズ
の低さを生かした磁気テープを開発するた
め、テープドライブメーカーとも共同研究を
行い、メタルテープの記録密度を凌駕した磁
気テープの開発に成功した。これは単に自社
の技術のみならず、バリウムフェライトのポ
テンシャルを引き出すため、テープドライブ
メーカーと共同開発するなど、顧客起点に立
った事業開発の成果と思われる。

こうした元からある技術を応用したイノベ
ーションが求められた背景には、インターネ
ットの普及やクラウド化など急速なるIT化
の進展で、世界各国の企業・政府・金融機
関・研究機関などが保有するデジタルデータ
が膨大な量となってきたことがある。

そのため、ハードディスクの障害や地震な
どの災害による万一のデータ消失のリスクに
備え、安価、大容量かつ安定性が高いバック
アップの重要性が高まっている。こうした環
境の変化を捉え、富士フイルムは、媒体とし
て安定しており、かつ価格が安い磁気テープ
により新たなる市場を開拓した。

さらに同社は、アナログのインスタントカ
メラである「チェキ」の事業を大きく伸長さ
せている。同社は、韓国のドラマで使用され
たことをきっかけに、中国、韓国などを中心
に若年層に向けたマーケティングに力を入れ
ることで、撮ったその場で出力し、共有でき
るという新たなる経験とベネフィット（便

ついては、①新技術に完全に依存していな
い、②製品にサービスや運用事業、ソフトウ
エアを組み合わせることで顧客への価値を訴
求する、③自前主義を捨て、他社などとのア
ライアンスにより、ビジネスモデルを構築す
る、などがある（表 1 ）。

1 新技術に完全に依存しない
製品開発は新しい技術に大きく依存した形

で進められることが多い。しかしながら、技
術開発には多くの投資が伴う。また、技術と
いうものは市場投入されてから安定するま
で、また安全性が担保されるまで、時間もコ
ストも掛かる。それに対して事業開発では、
新しい技術への依存度を抑えることができ
る。古い技術や枯れた技術であっても、コン
テンツや顧客経験、マーケティングやサービ
ス・運用事業、ソフトウエアと組み合わせる
ことで、新たな市場を作ることができる。

富士フイルムが展開している磁気テープは
従来あった技術だが、磁気テープの技術に最
先端の磁性体であるバリウムフェライトを使用
することによって、長期保存性、記憶安定性、
高容量化を実現している。こうした利点から、
NASAやグーグルなどの顧客が同社の磁気テ
ープを使用するなど新たなる市場を創造して
いる。

また、富士フイルムが磁性体として採用し
たバリウムフェライトは、メタル磁性体と比
較すると、記録した信号の再生出力が低く、
その分ノイズも少ないため、データを記録、
再生するテープドライブにバリウムフェライ
トテープに適した感度が高い磁気ヘッドを搭
載する必要があった。そこで同社は、テープ
ドライブメーカーに協力要請をすることで、
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3 自前主義を捨てる
日本の製造業は技術への思い入れが強いた

め、製品開発においては自前での技術を使う
ことが多い。しかしながら事業開発を行うに
は、すべて自社で実施するのではなく、顧客
に訴求するべき価値を明確にした上で、提供
価値の実現に必要なものであれば他社からで
も調達し、事業として仕立てる発想が必要と
なる。

つまり、製品開発のみであれば自社の技術
を基に行うことができるが、製品にサービ
ス・運用、ソフトウエアを組み合わせて事業
開発を行うためには、すべてを自社で行うこ
とは難しい。従って、すべてを自前で行う発
想から脱却し、足りないリソース、技術につ
いては他社と組み、市場に素早く投入するこ
とが求められる。このためには顧客からの声
の収集を行い、事業として早期に仕立ててい
くことが必要となっている。

Ⅲ 事業開発プロセス

事業開発プロセスでは、①自社の事業ミッ
ションの再定義と自社の強みの分析、②メガ
トレンドの策定、③顧客の洞察と理解、④戦
略策定とビジネスモデルの明確化が必要とな
る（図 1 ）。

1 自社の事業ミッションの再定義と
自社の強み分析

（1） 自社の事業ミッションの再定義

製品や技術だけでは差別化が難しい昨今に
あっては、自社が事業で実現するべきことの
再定義が必要となっている。さらに、自社の
事業ミッション再定義と、続く項で述べるメ

益）を若年層に訴求し、販売を伸ばしていっ
た。

事業開発というものは、このように新しい
技術や製品に依存するのではなく、使い古さ
れた技術であっても狙いとする市場を定め、
顧客への価値を明確に打ち出し、マーケティ
ングを行うことで市場を作ることができる。

2 製品にサービス・運用事業やソフ
トウエアを組み合わせることで顧
客への価値を訴求する

事業開発では、製品のみではなく、サービ
ス・事業運用やソフトウエアの組み合わせ
で、顧客に訴求する価値を明確にすることが
求められる。

たとえばコマツは昨今、ICT建機に力をい
れている。油圧シャベルにICT施工機能を装
着することにより、建設計画の図面を実装
し、過去であれば熟練のオペレーターのみが
行えた土砂を平らにならしていく作業を、新
人のオペレーターでもできるようにすること
ができる。

コマツがICT建機に力を入れる背景には、
日本のみならず世界で起きている建設機械オ
ペレーター不足がある。こうした状況に対し
て、ICT建機により、新人のオペレーターを
活用できることは、深刻な人手不足を抱える
建設会社の経営問題に対する大きな解決策を
示すこととなる。

つまり、コマツは建設機械のみならず、そ
れにICTの仕組みと情報化施工のシステムを
組み合わせることにより、建設会社の経営課
題に応えられる提供価値を実現しようとして
いる。
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る。
たとえば、医療機器を販売するメーカーは

医療機器を販売するのではなく、新興国で十
分に医師がいない環境であっても機器を使え
るよう医師を育てることにより、大腸癌など
病気の予防を促進することが事業のミッショ
ンかもしれない。現状、新興国ではCTや内
視鏡といった機器で診断を受ける患者は末期
癌であることが多く、診断機器としての元来
の目的である予防医療の機能を発揮できてい
ない。これは、内視鏡など医療機器を使える
医師や読影医師の圧倒的な不足、健康保険な
どが不十分であることなど、医療制度におけ
る問題、患者への予防に関する啓蒙不足が理
由として挙げられる。

つまり、これまで事業展開の中心としてき
た先進国と市場環境が根本的に異なる新興国
では、自社の事業ミッションを再定義するこ
とが必要となる。

ガトレンドの策定は、行きつ戻りつを繰り返
しながら進めることが必要となる。なぜなら
ば、メガトレンド策定では、自社のミッショ
ンと強みにより再定義された事業領域に関連
する領域を重点的に見ることが求められるも
のだが、それに加え、メガトレンドの策定か
ら自社の強みが再認識されることも多いから
である。そのためにはSWOT（強み、弱み、
機会、脅威）などを分析し、外部環境の大き
な変化を見極める中で、自社が保有している
内部リソースの強みを再定義することが必要
になる。

なぜならば、新興国など、従来市場として
いる先進国と異なる市場環境では、顧客の求
めるものが先進国とは根本的に異なってお
り、さらに、ICTなどの技術革新により、過
去とは異なる事業者が競合となるなど、事業
構造は大きく変化し、それに伴い、顧客が求
めているものも著しく変化しているからであ

図1　事業開発プロセス

事業で実現するべき顧客価値に鑑み、自社で事業で実現するべきこと
を再定義する。事業環境を見極め、機会・脅威などを捉えた上で、自
社の強みを分析する

①自社の事業ミッションの再定義と
自社の強みの分析

事業開発プロセス 詳細

グローバルに起きている大きな潮流、変化を、自社の事業ドメインに
関連する領域で捉える②メガトレンドの策定

自社が現在展開している事業において、既存顧客に対する理解を深め
る。仮説・検証を繰り返し、さまざまな顧客との接点で起きているこ
とについて情報を一元化し、顧客理解を深める

③顧客の洞察と理解

①～③での考察から、顧客ターゲットと提供価値を明確化し、収益エ
ンジンを明確にする

④戦略策定とビジネスモデルの
明確化
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っている製品事業も見られる。しかしなが
ら、製品事業として厳しい局面であっても、
それらに従属しているリソースの競争力がな
いということとは異なる。つまり、自社が持
つリソースは製品とは分けて、独立したもの
として評価するべきだということである。た
とえば、技術であれば出願している特許など
の分析が必要となる。製品事業としてのライ
フサイクルは衰退していても、技術は製品と
は切り離して考えなければならない。

さらに、保有する生産技術を棚卸し、分類
することで、その強みを理解することが必要
となる。たとえば、東芝はその保有する生産
技術を、生産エンジニアリング技術、生産情
報システム技術、薄膜プロセス技術、高密度
実装技術、光技術、構造設計・製造技術、制
御技術、メカトロニクス技術に分類し、その
強みを客観的に評価、分類している。生産技
術を製品事業に従属した形で考えてしまう
と、製品のライルサイクルと同時に生産技術
についても成熟期、衰退期にあるものと捉え
る誤りを犯しかねない。従って、生産技術
も、保有するリソースを製品から切り離して
客観的に評価することが重要である。

また、マーケティングや販売機能において
も、事業が保有しているリソースを客観的に
分析することが求められる。どのような販売
チャネルを保有しているか、どのような顧客
基盤を保有しているかは、自社の強みを理解
する上では非常に重要なプロセスとなる。

2 メガトレンドの策定
メガトレンドとは、グローバルに起きてい

る大きな潮流、変化を自社の事業ドメインに
関連する領域で捉えることである。シーメン

また、自動車業界においても、市場環境は
大きく変化している。移動手段としての自動
車市場は、カーシェアに大きく奪われ、著し
く小さくなってしまうだろう。運転すること
による楽しさ、レクサスのようなブランドに
よる充実感、コネクテッドカーによるどこで
もつながるコミュニケーション手段としての
自動車というように、その意味合いは大きく
変化しており、自動車会社の事業ミッション
も変わってくるであろう。

複写機、プリンターなど、事務機業界でも
事業環境は過去と大きく異なっている。なぜ
ならば、紙は情報伝達の重要なメディアに位
置づけられてはいるが、新聞の発行部数減に
見られるように紙への依存は減少しているか
らである。さらに、タブレットやスマートフ
ォンの普及により、リアルタイム性を重んじ
る傾向がますます強まっている。以前のよう
に大量にコピーをして、大量に製本、配布す
る時代は終わってしまった。こうした市場環
境の変化から、複写機産業は複写機を販売す
るのではなく、情報伝達の効率化を手伝う、
顧客のワークフローの生産性を上げるなど、
ミッションが変わってくるはずである。

（2） 自社の強みの分析

事業開発プロセスにおいて、重要と考えら
れるのはまず、最初に自社の強みを客観的に
把握することである。なぜならば、製造業に
おいて、多くの製品事業が厳しい局面に立っ
ており、その多くが新しい事業を生み出して
いくリソースが足りないという悩みを常に抱
えているからである。

日本の製造業においては、市場が成熟して
いるため成長シナリオを描くことが難しくな
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うシナリオを考えることが目的ではない。そ
れが自社にとってどのような機会と脅威をも
たらすかを考え、経営と事業部門が高い視座
で同じ事業環境についての認識を持つことが
目的である。従って、その予想が精緻に当た
っている必要はない。将来どのような変化が
世界で起きるか思考を駆け巡らせ、製造、技
術、販売部門など、組織を横断して市場環境
の今後の変化を議論することが大事なのであ
る。そこから考えられるシナリオを議論し、
それに対して、事業機会に対する共通認識を
持つことが最も重要なのである。

3 顧客の洞察と理解
事業開発において、顧客の洞察を行うこと

はとても重要なプロセスである。そのために
はまず、自社が現在展開している事業におい
て、既存顧客に対する理解を深めることが必
要である。現状の事業で複数の顧客接点から
多くの顧客情報を取れてはいるが、その情報
は十分に活用されていない可能性がある。た
とえば、コールセンターで受ける顧客からの
クレームや要望、あるいは営業人員が顧客と
コンタクトすることにより獲得できる顧客情
報は、情報として保有はしているものの、保
有形態がばらばらであるため、顧客理解を深
めるに至っていないことも多い。つまり、こ
れらの情報による一次的対応は行われるが、
情報を組み合わせて顧客を洞察するには至っ
ていないという状況である。

こうした状況を打破するため、常に顧客に
対する仮説を構築し、検証する形で顧客理解
を深めなければならない。つまり、顧客理解
というものは仮説を基にした分析の視点がな
ければ成り立ちにくい。どれだけ情報入手の

スは中長期のトレンドとして、①気候変動、
②都市化、③人口構造の変化、④グローバル
化などの大きな潮流の中で、どのような事業
機会を見い出しているかを明確に定めてい
る。つまり、大きな社会構造の変化から、自
社が取り組むべき事業領域を定めているので
ある。

また、ロイヤル・ダッチ・シェルはシナリ
オプラニングにおいて、起こり得る世の中の
変化を挙げることにより、いかなる事業機会
が考えられるか、シナリオの中で予測してい
る。これらの事例から学べることは、事業に
おける環境変化を捉える際、製品に直接関連
する市場より、一段ないしは二段大きいマク
ロトレンドから把握する必要性である。

つまり、製品事業から捉えている事業環境
の変化は、製品市場を中心としたものである
がゆえ、大きなマクロ環境の変化を後追いす
ることが多かった。しかしながら今後は、ど
のようなマクロ環境の変化が起きるかを予測
し、経営と事業部門が共通の市場環境認識を
持つことが求められる。つまり、事業と一見
関係ないとも思えるマクロ環境が、自らの事
業にどのような影響を及ぼすか、もしくはそ
こから発生する社会的ニーズに対して、自社
が事業としてどう応えられるかという思考を
採り入れることが必要になっている。

たとえば、重電メーカーにとっては今後起
きるエネルギー環境の変化、都市化に伴う交
通システムに求められる社会的ニーズの変化
は大きな事業機会となる。また、情報機器な
どの産業にとっては、今後起きる情報通信の
さらなる進展とクラウド化は大きな事業機会
でもあり、脅威でもある。

メガトレンドの策定は、今後起きるであろ
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故障の予防も可能となる。さらに、顧客が抱
えている問題、課題を理解し、それらの解決
への取り組みを、機械の稼働状況の分析を併
せて行うことにより、さらなる生産性向上の
提案もできる。たとえば、GE（ゼネラル・
エレクトリック）は航空機エンジンの事業に
おいて、遠隔監視しながら航空会社の迅速な
航空機保守を実現しており、GEの顧客のさ
らに顧客である航空会社に対して、飛躍的な
生産性の向上を果たしている。

4 戦略策定と
 ビジネスモデルの明確化
（1） 戦略策定

事業開発には、顧客起点に立ち、製品のみ
ならずその運用やサービスなど、提供価値の
実現が求められるため、より広い視野で事業
環境を理解することが必要となる。そのた
め、戦略策定は製品開発以上に重要なプロセ
スになる。前述の①〜③で明確になった自社
のリソースの強み、メガトレンド、顧客の変
化などを見ることで、自社がどのような事業
を行いたいのか、戦略の策定が必要となる。

その際、競合するのは過去の製品事業の競
合相手とは異なることが多いと思われる。た
とえば、米国のゼロックスは大手企業のノン
コア業務の外部化に伴うアウトソースの増
大、紙の減少などの大きなメガトレンドから、
BPO（ビジネスプロセスアウトソーシング）、
ITO（ITアウトソーシング）事業に大きく舵
を切った。もはやゼロックスにとって、当該
事業での競合はキヤノンやリコーではなく、
アクセンチュア、IBMなどのグローバルなビ
ジネスプロセスアウトソーサーである。

こうした事例から分かるのは、戦略策定に

方法が多くても、それらの情報を組み合わせ
てさらに深みのある顧客情報の分析を行うこ
とは難しい。顧客の変化に対する仮説を常に
経営、品質管理、開発、生産、マーケティン
グ、販売などが組織横断的に顧客からの声を
基に分析にかけ、顧客に起きている変化を共
有しながら、顧客ニーズの変化を議論し、纏
めていくことが必要となる。ここで議論され
た顧客の動向に基づき、顧客に起きている変
化の仮説、検証したいことが明らかになれ
ば、コールセンター、営業、サービス担当な
ど、さまざまな顧客接点を活用した検証方法
が議論され、顧客の変化の検証が可能となる。

このように、顧客の変化について、常日頃
から組織横断的に議論する習慣を植え付けて
いくことにより、組織横断的な顧客洞察が可
能となる。顧客との接点が多い組織であって
も、それが個人や特定部門でとどまってしま
うことが多い。こうした情報に対しては、組
織横断的に議論する場を持ち、共有する必要
があるが、ただ共有するだけでなく、新たな
アクションを生み続ける習慣をつけていくこ
とが大事となる。つまり、顧客の変化につい
ての情報と仮説の共有は、仮説の検証など、
その後のアクションとつながってはじめて意
味を持つ。

また、生産材を製造する機械業界などにお
いては、顧客から集められる稼働データも、
重要な顧客情報である。顧客がどのような作
業をしているのか、生産性はどのように推移
しているのか、ボトルネックはないのか、と
いった情報を稼働情報から集めることによ
り、予兆保全、稼働率向上など、大きな効果
を顧客にもたらす可能性を秘めている。顧客
が使用している機械を洞察することにより、
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スモデルを明確に描き出すことが必要とな
る。

ビジネスモデルの明確化により、顧客への
提供価値の明確化と収益エンジンの明確化を
行わなければならない。提供価値実現のため
に必要となる経営資源をいかに集めるか、足
りないリソースがあればどのように調達する
か、さらに何を収益のコアエンジンとするか
を明確に定めなければならない。何を顧客に
とっての提供価値とするのか。製品事業よ
り、その提供価値は明確に定めなければなら
ない。製品が提供する機能のみならず、それ
は顧客に対して提供される生産性の向上であ
るかもしれない。

もしくは製品開発に関する開発プロセスの
支援かもしれない。製品と異なり、製品が提
供する機能的価値のみならず、B2Bであれば
顧客の業務や知の創造プロセスを代替するプ
ロセス価値を提供しなければならない。プロ

おいて顧客の特定と、顧客に対する提供価値
の明確化が重要ということである。自社の提
供価値を検討するプロセスにおいて、「自社
ができること」という制約からいったん解放
された状態で考えなければならない。なぜな
らば、顧客にとって大切な提供価値とは何か
を基に考えることが必要となるからである。
しかしながら、そこで考えられる提供価値
は、自社だけでは実現できないかもしれな
い。その場合、自社にできることにとどめず
実現したい提供価値を考える必要があるもの
の、なぜ自社が取り組むのか、顧客にとって
の必然性を考えなければならない。つまり、
自社が提供価値として仕立てることにより、
明らかに他社とは異なる差別化の要素がある
ことが必要となる。

（2） ビジネスモデルの明確化

前（1）で策定した戦略に対して、ビジネ

図2　B2Bにおけるプロセス価値の図

知のプロセス価値
①ビジネスモデル案を提供し顧客価値を増大（例：HP）
②顧客の開発・製造プロセスを熟知し、プロセス効
率化に向けて提案（例：キーエンス）

③顧客とパートナーシップを構築し、新商品の開発・
企画を共同実施（例：東レ）
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表2　B2Cにおける消費者の購入・使用プロセスと価値体系

可視性 評価
対象 受益者 価値名称 価値の説明 代表例 購入前価値 製品価値 購入後価値

定
量
化
が
可
能

相
対
評
価

自
分

機能価値 機能的に優れている ● ほぼすべて

価格価値 少しでも安く買える
● 最安値保証
● 価格比較
● 送料無料

時間価値

すぐに買うことがで
きる
どこからでも買うこ
とができる

● EC・配信
● 宅配サービス

定
量
化
が
困
難

相
対
評
価

自
分 信頼価値

安心して
商品を買うことがで
きる

● 充実サポート
● 返品可能・満足保証
● 品質表示

お薦めをもらいたい
● レコメンデーション
● コンシェルジュ

絶
対
評
価

自
分

自己表現
価値

他者から憧れられる
ものを買いたい

● レジェンド

自分だけのもの、
自分にとって心地よ
いものを買いたい

● カスタムオーダー
● ライフスタイル提案
● UI／UXなどデザイン

自分が商品を
作りたい

● DIY、Makersなど
創作に関する商品

絶
対
評
価

自
分
＋
外
部

外部貢献
価値

買うことで世界に
貢献したい

● エコ商品
● 寄付付き商品

買うことで事業者を
育てたい

● クラウドファンディ
ングを通じた出資

耐久性、保証など
例：日系自動車
メーカー

カーナビの付加
価値化
例：インターナビ
（ホンダ）

カーナビによる
減災
例：インターナビ
（ホンダ）

リサイクル素材
例：フリース
（パタゴニア）

過去多くの製造
業 が 差 別 化 を
図ってきた要因

過去多くの製造
業が小売業と組
ん で 差 別 化 を
図ってきた要因

ブランドを構築
した企業が、過
去、差別化できた
要因
例：日本メーカー

期待を高める空
間の提供
例：レクサス

生活を変える機
能と、UI／UX
例：iPhone  
（アップル）

製品の優秀さだけではなく、家事の時間
を減らす
例：ロボット掃除機（iRobot ）

加熱水蒸気による調理法、新しい料理が
できるようになる価値
例：ヘルシオのレシピ配信（シャープ）

簡単に音楽の創作活動ができる
例：初音ミク

（新興製造業への資金提供）

自分にとっての
リーズナブル
例：デル

製品を持つことで、社会的に認められる
例：高級車、高級アパレル、ブランド品
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Ⅳ 事業開発プロセスの構築に向けて

事業開発プロセスの構築に向けて必要とな
るのは、①事業開発モデルへのトップのコミ
ットメント、②全社横断的かつ事業内部に踏
み込んだ自社の強みの分析、③継続的市場分
析と事業機会の創出である。

1 事業開発モデルへの
 トップのコミットメント

事業開発モデルは、製品開発モデルとは明
らかに異なる。従って、そのプロセスも製品
開発プロセスとは勝手が異なる。事業開発は
製品開発と比較すると、自社にコントロール
可能な部分が少なく、外部との連携が必要と
なる。加えて、サービス・運用事業などやソ
フトウエアなどと組み合わせるため、顧客の
オペレーション領域に深く入ることとなる。
そうすると、製品の保証ではなく、オペレー
ションレベルの保証、サービスレベルの保証
となり、保証しなければいけない範囲は格段
に広がる。また、じっくりと製品を企画して
から出すというよりも、顧客との対話を継続
しつつ、市場で実現性を確認しながら事業ス
キームを創り上げるといったことも多いであ
ろう。

こうした過去の製品開発と異なる取り組み
には、組織横断的な取り組みが必要となる。
なぜならその事業は、製品、サービス・運
用、外部とのアライアンス、ソフトウエアや
コンテンツなど多くの部門が連動し、創られ
るからである。こうした部門を横断した取り
組みとなる以上、過去の製造業の役員の責任
所管を跨ぐ形となり、担当役員も複数に跨る
こととなる。さらに悪い場合は、部門の利害

セス価値とは顧客の作業の代替や、業務プロ
セスの代替、新製品開発といった知の創造の
プロセスを提供するものである。こうしたプ
ロセス価値をデザインすることが重要となる

（図 2 ）。
さらに、B2Cであれば意味的価値が重要と

なる。意味的価値とは、顧客側が商品に対し
て主観的に意味づけすることで生まれる価
値、客観的数値で量的評価ができないもの、
あるいは顧客も気づいていないような新しい
機能が提案されているものである。商品の提
供する「機能的価値」に対して、こちらはこ
だわり価値と自己表現価値を提供するもので
ある。こだわり価値とは、「単なる道具とし
ては必要ではない機能や品質でも、こだわる
客は評価するもの」と延岡健太郎一橋大学教
授は述べている。また、自己表現価値とは他
人の目を気にした価値であり、アパレル商
品、高価なブランド品、高級車がこれに該当
する（延岡健太郎「日本のものづくりで鍵を
握る意味的価値の創造」『リエゾンニュース
レター』No.053、2007年 4 月号）。

こうした提供価値を明確にデザインし、何
で収益を得るかを明確にすることが必要とな
る（表 2 ）。

こうしたビジネスモデル策定の過程におい
て、提供価値実現のために、コアとなる提供
価値の要素を外部から獲得しなければならな
いかもしれない。その場合、当面、明確な収
益エンジンが内部になく、外部アライアンス
を組みながら事業を継続し、収益エンジンを
創ることになるかもしれない。このような場
合も、自社が持つ技術や販売などのリソース
を生かすことにより、自社が事業開発する必
然性を明確にしなければならない。
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らは撤退したが、事業リソース、保有技術を
分解し、通信技術、表示技術など保有する技
術的強み、販売リソースの棚卸を実施し、こ
れらのリソースを自社の強みとして活用し、
カーナビゲーション事業などを成長させた。
つまり、事業の弱さはその事業に属するリソ
ースの弱さとはまったく異なることであり、
保有するリソースを強みの各要素に分類、分
解し、客観的に自社の強みを理解しなければ
ならない。

3 継続的市場分析と市場機会の創出
製品開発と事業開発の大きな違いは、技術

シーズ、新製品のみに依存せず、サービス・
運用などを組み合わせ、事業を形成すること
にある。見なければいけない市場環境の変化
の幅は広く、製品開発より、一段も二段も上
の視座から市場分析を行わなければならない
し、対応しなければいけない変化のスピード
も早い。

そのため、保有する技術シーズからそれが
どのような事業に使えるかという思考で過
去、製品開発を行ってきた日本企業は、ここ
に大きな思考の転換が求められる。つまり、
中長期レベルで世の中の大きな変化を見るこ
とを組織に植え付け、変化に対して、どのよ
うな活動をするべきかを共有し、さらに具体
的に行動を起こしていける組織文化を醸成し
なければならない。

こうして行われるメガトレンドの把握にお
いては、自社の事業に影響を与える重要なメ
ガトレンドに落とし込み、定点でモニタリン
グすることが重要となる。しかしながら、大
事なのはそのメガトレンドが自社の事業機会
といかに結び付いているかである。どのよう

に挟まれて物事が決められず、事業開発が進
められないかもしれない。そういう状況で、
経営者が事業開発モデルに大きく事業構造を
展開していくことを社内外に宣言をし、トッ
プ自らがコミットメントする形が重要とな
る。

2 全社横断的かつ
 事業内部に踏み込んだ
 自社の強みの分析

どれほどの企業が自社の強みを正確に捉え
ているだろうか。この問いに日本の製造業
は、組織として、今一度向き合うべきかもし
れない。

日本の製造業の組織は、成長過程で大きく
なり専門化していった。これに伴い、組織に
は壁ができ、専門化すると同時に横断的な取
り組みができなくなった。いつの間にか全体
を見渡せる人材は著しく減少してしまったの
である。たとえば自社に存在している制御技
術者について、多くがそのハードウエアに従
属する形で製品事業部に存在しているため、
製品事業部内でしか認知されていないといっ
た場合も多い。これらの保有する技術や販売
リソースは、製品に従属した形で捉えられる
と製品事業が衰退した際に撤退や売却の対象
となってしまうこともある。

しかしながら、自社のリソースの強みは製
品事業から切り離し、客観的にその保有する
強み、販売チャネルの強みなどを分析するべ
きである。なぜならば、そこには多くの眠れ
る資産があるからである。たとえば、家電製
造業において事業売却が行われたが、撤退対
象事業から成長事業へのリソースシフトが行
われた。具体的には、三菱電機は携帯電話か
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う思考を部門横断で行い、そこから自社が取
るべきアクションまで落とし込める組織力が
必要となる。

日本企業は技術力、製品の品質の高さで多
くの成功体験を切り開いてきた。しかしなが
ら、技術力や製品品質の高さだけで、日本企
業は勝てなくなっている。こうした環境下に
おいては、経営が強いリーダーシップを発揮
し、事業開発を進めなければならない。
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なメガトレンドの流れを自社としてモニタリ
ングするべきかを、本社、事業部門で議論し
て、決定しておく必要がある。そして、その
メガトレンドの変化が自社の事業にとって、
どのような機会と脅威を生み出すかを議論す
ることが必要となる。

前述したシーメンスは①気候変動、②都市
化、③人口構造の変化、④グローバル化の4
つを自社の事業にインパクトが大きいメガト
レンドと捉えている。輸送機械であれば、
ICTの進展、エネルギー環境の変化、都市化
の進展に伴う交通インフラの変化などが自社
の事業にとって大きなインパクトをもたらす
はずである。常に大きな事業環境の変化が自
社にとってどのような機会をもたらすかとい


